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攻撃抑止における第三者の重要性 

 
寺口 司（大阪大学大学院人間科学研究科） 

釘原直樹（大阪大学大学院人間科学研究科） 

 
本稿では攻撃研究における第三者の立場について論じる。これまでの攻撃研究では攻撃の生起プロセスや促進要

因が検討されてきた。しかし、攻撃の原因を探る方法では攻撃という現象を説明することは出来るものの、そこで得られ

た結論は「報復の連鎖が起き続ける」ということであった。これに対して本稿では、攻撃を抑止できる存在として、攻撃者

でも被攻撃者でもなく、なおかつ攻撃集団・被攻撃集団の内集団成員でもない「第三者」の重要性を指摘する。そこで、

攻撃生起プロセスに関する研究を概観したのちに、第三者の重要性を論じ、なかでも第三者の攻撃評価に影響を与え

る要因についての知見を紹介する。そのうえで、攻撃抑止に向けて第三者による攻撃評価が低減する方略とは何かを

論じる。 
 
キーワード：攻撃、集団間葛藤、第三者、評価 
 

序論 

人間の歴史は対立・抗争の歴史である(大渕, 1993)。

第 2 次世界大戦が終結して以来、60 年以上の年月が過

ぎてはいるものの、戦争や紛争は世界各地でいまだに起

きている。大規模なものでは、1991 年に始まった湾岸戦

争や 2001 年の 9.11 アメリカ同時多発テロに端を発する

アフガニスタン紛争が挙げられる。最近では、中東の民

主化運動「アラブの春」により、当時のリビア・アラブ共和

国最高指導者 Muammar Gaddafi(カダフィ大佐)が反

カダフィ派の兵士によって殺害された(朝日新聞, 2011)。

また、日本においても竹島問題や尖閣諸島に関する問

題により、韓国、中国との間に緊張感が高まっている。 

このように、ある戦争が終ろうとも次々と別の戦争が始

まり、次第に激化しながら長期的な対立に至るのである。

心理学では戦争やテロなどの他者を傷つける行動を「攻

撃行動(aggression)」、「集団間攻撃(集団間葛藤: in-

tergroup conflict)」として定義し、検討がなされてきた。

大きくは、肉体的・精神的に他の生物を傷つける意図を

持つ行動として定義される(e.g., Berkowitz, 1998; Geen, 

1998; 大渕, 1993)。つまり、戦争などに代表されるような

殺人や暴力はもちろん攻撃行動であり、それだけでなく

皮肉や暴言などの言語的攻撃、利益をとりあげるなどの

罰行動も攻撃行動に含まれる。また、実際に相手に危害

があるかどうかではなく、その意図が問題であるため、例

え他者を実際に傷つけてもその意図がなければ攻撃行

動とはみなされず、また逆にいえば他者を傷つけていな

くとも傷つけようとする意図があればそれは攻撃行動で

ある。本稿においてもこの定義に沿って、他者を害する

意図をもって行動しようとする意図的な行動を攻撃行動と

して定義する。 

では、このような攻撃行動・集団間攻撃はどうすれば止

まるのか。本稿では、まずこれまでの攻撃行動・集団間攻

撃に関する研究を概観する。そのうえで、攻撃抑止にお

ける第三者の重要性について論じたうえで、今後の検討

について議論する。 

 

攻撃行動・集団間攻撃の生起プロセス 

攻撃行動の生起プロセス 

これまでの心理学における攻撃行動に関する研究で

は、主になぜ攻撃行動が生起するのか、または攻撃を促

進する要因とは何かについて焦点が当てられてきた。社

会的、世界的な問題として犯罪や暴力、戦争が止まらな

いことがあるため、攻撃行動が発生しないようにすること

は重要である。これまでは数多くの研究者が攻撃者に焦

点を当てて検討を行ってきており(e.g., Bandura, 1973; 

Berkowitz, 1989; Dollard, Doob, Miller, Mowrer, & 
Sears, 1939 宇津木訳 1959; 大渕, 1993, 2011)、攻撃

の生起プロセスに関する仮説をさまざまな側面から提案

してきた。これを受けて、大渕(1993, 2011)はこれらの研

究をその共通性から大きく「内的衝動説」、「情動発散説」、

「社会的機能説」の 3 つの理論的グループに分類した。

また、Anderson & Bushman(2002)は攻撃研究の諸理

論を検証し、統合的な説明モデルとして一般的攻撃モデ

ル(General Aggression Model)を提唱しており、現在で

は主流の攻撃モデルとなっている。ここでは、その類型と

一般的攻撃モデルについて紹介し、個人レベルにおけ

る攻撃行動の生起プロセスを概観する。 

大渕(1993)による分類 大渕(1993)はそれまでに提唱

されてきた攻撃に関する各理論を 3 種類に類型化するこ

とで整理した。その類型では、人間にはそもそも攻撃を

行う本能があるという「内的衝動説」、不快感情を表現、発

散するために攻撃が存在するという「情動発散説」、目的



 

 

達成のために道具的に攻撃を行うという「社会的機能説」

の 3 種類に分類されている。 

まず、内的衝動説は、攻撃は本能的なもので、その動

機・欲求は個々人の内側から自然的に湧き上がり、攻撃

は衝動的に生じるとする立場である。代表的な理論として

は精神分析学からは攻撃本能説(e.g., Freud, 1933 土

井・吉田訳 1955)、動物行動学からは水圧モデル(e.g., 

Lorenz, 1963 日高・久保訳 1970)などが挙げられる。 

次に、情動発散説は、攻撃行動とは不快な感情状態を

表現・発散するためのものであり、攻撃動機は外部から

喚起されるとする立場である。ただし、ここでいう「不快感

情の発散」とは、あくまで感情の発散であって不快な事態

の解決ではない。この立場の代表的な理論としては欲求

不満説(Dollard et al., 1939 宇津木訳 1959)や不快情

動 説 (Berkowitz, 1989) が 挙 げ ら れ る 。 例 え ば 、

Berkowitz(1989)は怒りや憎しみに限らず、すべての不

快情動が攻撃動因を高めるとしている。また、その攻撃

対象(発散対象)は嫌悪事象の生起原因などである必要

はない。全く無関連な対象であっても攻撃動因は高まる

のである。このことは「置き換えられた攻撃(displaced 

aggression)」として研究が行われてきており、近年では

Marcus-Newhall, Pedersen, Carlson, & Miller(2000)

が 82 の研究に対してメタ分析を行い、攻撃の置き換えが

確かに起きることを示している。また、淡野(2008)は

TDA(triggered displaced aggression)パラダイム(不快

情動を喚起させる挑発者と攻撃対象となりうるようなことを

する些細な誘発事象が存在する実験方式)において、攻

撃対象としては攻撃者の地位よりも低い地位の相手の方

が攻撃を誘発しやすいことを示している。 

最後の社会的機能説は、人は攻撃行動を自覚的に行

い、ある目的を達成するための道具として攻撃を使用す

るという、機能的側面を強調する立場である。代表的な理

論としては社会的学習理論(e.g., Bandura, 1973)の一

部や社会的認知理論(e.g., 大渕, 1987)などが挙げられ

る。例えば、Bandura(1973)は我々の社会的慣習や価

値観、行動などは社会において、古典的条件づけやオ

ペラント条件づけに加え、観察学習(モデリング)によって

学習され習得されるとし、攻撃行動も同様に学習によっ

て習得される行動であるとした。この学習される状況にお

いて重要なのが、その行動を起こして良いフィードバック

が得られるのならその行動が選択されやすくなるという

「効果の法則」である。この「良いフィードバック」には物質

的な報酬だけではなく社会的な報酬も含まれており、

Bandura & Walters(1959)の調査によれば、暴力的な

青年の親は暴力的でない青年の親に比べて家の外での

喧嘩に関して許容的で、男らしいと褒める場合もある。こ

のように社会的学習理論では攻撃の機能的な側面を認

めている。また、大渕(1987)は心理学における実証的研

究をもとに、攻撃の機能的な側面を大きく「回避反応

(avoidance response)としての攻撃」、「強制(coercion)と

しての攻撃」、「制裁(punishment)としての攻撃」、「印象

操作(impression management)としての攻撃」の4つに

分類している。中でも、印象操作としての攻撃とは、男ら

しさなどの印象獲得や面子を潰されるなどの悪印象から

の回復を目的とするものである。この印象操作としての攻

撃は後述の攻撃の評価に関わる側面である。 

一般的攻撃モデル これまで、攻撃の生起を説明する

モデルは多数作られてきた。近年では複数のモデルを

統合したモデル構築が試みられている。その中でも代表

的なものが Anderson & Bushman(2002)の一般的攻

撃モデル(General Aggression Model)である(Figure 

1)。 
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Figure 1 一般的攻撃モデル(Anderson & Bushman, 

2002) 

 

このモデルは、5 つの主要攻撃モデル(e.g., Bandura, 

1973; Berkowitz, 1989; Fiske & Taylor, 1991; 

Tedeschi & Felson, 1994; Zillman, 1979)をもとに構築

された統合モデルである。このモデルによれば、まず、

攻撃動因を生み出す先行要因(入力)として個人要因(e.g., 

個人的態度、性格特性)と状況要因(e.g., 脅威、ストレス、

不快刺激)がある。そして、この先行要因を認知し、感情

が生起し、同時に覚醒が高まるという経路がある。この経

路を通じて高まった認知や感情をもとに意思決定が行わ

れ、行動が生起し、その行動による結果が入力にフィー

ドバックされる。 

以上が個人レベルの攻撃行動の生起、そして激化を

説明するモデルである。 

集団間攻撃の生起プロセス 

それでは集団間攻撃の生起プロセスはどのようなもの



 

 

だろうか。もちろん、個々の兵士が行う攻撃には前述の

攻撃モデルが適用可能である。しかし、集団間攻撃その

ものが起きるプロセスは個人レベルの攻撃モデルとは異

なる。ここでは縄田(印刷中)の分類を中心に集団間攻撃

の生起プロセスを示す。 

縄田(印刷中)によれば、集団間攻撃の生起プロセスは

大きく、「内集団の形成」、「外集団の認識」、「内集団と外

集団の相互作用」の 3 つのフェーズで構成される。まず、

内集団を形成し、外集団を認知したうえで、集団間の相

互作用の中から集団間攻撃が生まれるのである。 

それぞれのフェーズについて概観すると、まず、内集

団の形成フェーズでは主に内集団への同一視と集団内

過程が起きる。人は所属する集団からアイデンティティを

得る(Tajfel, 1978)。これを社会的アイデンティティと呼び、

このアイデンティティの存在によって自身の集団をポジテ

ィブなものに保とうとする動機づけが生まれる。この動機

づけによって、集団内協力や集団規範が生まれる(e.g., 

Brewer, 1979; Newcomb, 1943)。もちろん、これら自体

が集団間攻撃を引き起こすわけではない。しかし、これら

の要因は集団間攻撃を発生させる土壌を形成する。例え

ば、社会的アイデンティティは大きく、称賛と愛着に分け

ることができることが示唆されており(e.g., Roccas, Klar, 

& Liviatan, 2006)、このうち、称賛の程度が高いと外集

団を自集団よりも下位の集団であるとみなしやすくなる

(e.g., Leidner, Castano, Zaiser, & Giner-Sorolla, 

2010)。また、集団内協力によって内集団に対して多くの

利益配分を行おうとすれば、それだけ内集団と外集団と

の利害対立が起きやすくなる。 

以上のように内集団が形成されたうえで、攻撃対象と

なる外集団の認識が行われる。このフェーズに大きく関

わるのが、外集団に対する実体性(entitativity)と脅威の

知覚である。実体性とは、集団が現実に実体を伴う存在

だと知覚される程度を指す(Campbell, 1958)。この程度

が高いと、外集団のある成員の行動から推測される特性

が、その集団全体に当てはまると一般化される(e.g., 

Crawford, Sherman, & Hamilton, 2002)。よって、実

体性を高く認識されている集団では、1 人の成員が行っ

た行為であっても、集団全体に責任が帰属される。また、

この実体性知覚とは別に、外集団に対する脅威の知覚が

集団間攻撃を促す可能性がある。一般的に、人には外集

団を自動的に脅威と見なす傾向がある(e.g., Insko & 

Schopler, 1998)。この傾向は扁桃体(amygdala)との活

動の関連(e.g., Cunningham, Johnson, Raye, Gaten-

by, Gore, & Banaji, 2004)から、神経的基盤の存在が指

摘されている。このような、脅威の認知は外集団に対して

防衛的な攻撃反応を引き起こしやすいと考えられる。 

この 2 つのフェーズを踏まえたうえで、内集団と外集団

の相互作用の中から集団間攻撃は生起し、激化していく。

ここで重要なのが集団間関係と集団間攻撃の特性である。

集団間関係の中でも最も攻撃に繋がりやすいのが利害

対立である。歴史を振り返れば、土地などの資源の奪い

合いによる戦争や紛争がたびたび起きている。この利害

対立が集団間攻撃の引き金になることはかねてから指摘

されており、有名なものには Sherif, Harvey, White, 

Hood, & Sherif(1961)の Robber’s Cave 実験がある。

この実験では、複数名の少年を 2 つのグループに分け、

アメリカの Robber’s Cave でキャンプを行った。このとき、

両グループに競争的課題を与え、勝者には賞品を与え

ると教示したところ、両グループの関係は悪化し、相手の

グループの旗を燃やしたり、喧嘩をしたりなどの集団間

攻撃が多数確認された。その後、両グループが協力して

行う課題を与えたところ、集団間攻撃は沈静化し、協力を

行うようになったことから、利害対立は集団間攻撃におけ

る重要な要因といえる。また、集団間攻撃が持つ特性も

重要な要因である。前述の通り、集団間攻撃では攻撃者

と被攻撃者が1対1の対応をしないことが多々みられる。

例えば、熊谷・大渕(2009)は非当事者攻撃を検討してい

る。非当事者攻撃とは、当初の被攻撃成員以外の成員

(i.e., 非当事者)が攻撃者に対して報復を行う現象を指す。

熊谷・大渕(2009)の研究では、非当事者が当初の被害に

ついて不公正を知覚するほど、報復動機が高まり、非当

事者攻撃が生起することが示された。また、集団間代理

報復では、攻撃を受けてない成員が攻撃をしていない成

員に対して報復を行う(e.g., Lickel, Miller, Stenstrom, 

Denson, & Schmader, 2006; 縄田・山口, 2011a, 

2011b)。この現象は実験室実験においてもその存在が

確認されている(縄田・山口, 2011b)。このように、集団間

攻撃では攻撃者と被攻撃者が1対1の対応をしていない

ことから報復の連鎖が起き、激化し続ける。 

以上のような過程を踏まえ、集団間攻撃は生起し、激

化する。 

 

攻撃抑止のための第三者 

攻撃の抑止方略 

以上のように攻撃行動、集団間攻撃の生起プロセスに

ついては多くの研究がなされてきており、体系的な検討

が行われてきている。前述の通り、攻撃の生起プロセスを

検討することによって攻撃が起きる原因を探ることが出来

れば、世界的な問題となっている戦争や紛争の抑制に

つながることからも、攻撃者に焦点を当てた研究は重要

であり、必要なものといえる。しかし、その一方で攻撃行

動を完全に無くすことは不可能だろう。前述の一般的攻

撃モデル(Anderson & Bushman, 2002)からもわかるよ

うに、攻撃につながるような嫌悪事象や状況要因をすべ



 

 

て統制することは不可能である。また、その事象(入力)に

触れてから攻撃行動に至るまでの心的プロセスに干渉す

ることも難しい。集団間攻撃も同様である。利害関係など

は外的に調整することが可能かもしれない。しかし、内集

団の形成や外集団の認識を変えることは難しい。つまり、

攻撃の生起プロセスを検討することで攻撃行動を抑制す

ることまでは可能であるものの、根絶は不可能である。 

よって、攻撃が起きた場合にそれを抑止する方法を考

えることは重要である。どのような場合に攻撃は止まるだ

ろうか。考えられるパターンとしては、(1)攻撃者・攻撃集

団が自主的に攻撃を止める、(2)攻撃対象がなくなる、(3)

攻撃者以外の他者・他集団が攻撃者・攻撃集団を止める、

の 3 パターンが挙げられる。まず、(1)については困難を

伴う。例えば、一般的攻撃モデル(Anderson & Bush-

man, 2002)からもわかるように攻撃が行われたあとには

その行動による結果が入力刺激にフィードバックされる。

この攻撃が問題解決的な、道具的攻撃であれば目的が

達成された時点で攻撃は止まるだろうし、ストレスなどに

よる情動発散的な攻撃であれば不快情動が発散された

時点で止まるだろう。しかし、被攻撃者は攻撃を受けるこ

とによって攻撃動機が活性化され、相手への報復攻撃を

始める。そして、報復を受けた初めの攻撃者はまた攻撃

動機が活性化され、被攻撃者に対して攻撃を行うことに

なる(Figure 2)。このような報復の連鎖が起きることはさま

ざまな研究によって示唆されている(e.g., 熊谷・大渕, 

2009; 縄田・山口, 2011a, 2011b; O’Leary & Den-

gerink, 1973)。 
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Figure 2 一般的攻撃モデルのループ 

 

再報復は、最初の攻撃者への報復よりも小さくなる

(e.g., Ohbuchi, 1982a)。分配的公正感の観点(e.g., 

Adams, 1965)から言えば、被害量と攻撃量のバランス

が均衡したときに最も満足感が高く、攻撃者は攻撃を止

めるだろう。また、公正であれば不利益な結果にも満足

するという知見(今在・大渕・今在, 2003)からわかるように、

被攻撃者についても、自身の被害量と相手の攻撃量が

同程度と知覚されれば積極的な報復行動は起きないだ

ろう。しかし、Bandura(2004 安永訳 2008)によれば、

テロリズムのような集団間攻撃の際には「道徳からの選択

的離脱方略(selective moral disengagement)」が用い

られることが多い。道徳からの選択的離脱方略にはラベリ

ングや都合の良い社会的比較などさまざまな方略が含ま

れ、そのなかに感情的最小化(emotional minimiza-

tion)という方略が存在する。これは被攻撃者の被害量を

小さく見積もって現実を再解釈する方略である。つまり、

攻撃者は被攻撃者の被攻撃量を、被攻撃者の認知よりも

小さく見積もるために、被攻撃者からの攻撃量が被害量

と釣り合ってないものとしてみなす。そのため、報復の連

鎖は続き、攻撃者が自主的に攻撃を止めるのは難しい。 

(2)については危険を伴う。もちろん攻撃する対象がな

くなれば、攻撃は止まざるをえない。しかし、個人間攻撃

では逃亡という選択肢があろうとも、戦争のような国家間

の集団間攻撃においては被攻撃者が逃亡することは不

可能である。また、情動発散説の知見に立てば、攻撃行

動が表出されなければ怒りなどのネガティブ感情は高ま

ったままである。発散されずに残った怒り感情は攻撃者

の中で反芻され、増幅される可能性がある(e.g., Borders, 

Earleywine, & Jajodia, 2010)。反芻された怒りは攻撃

行動と正の相関を示すこと(Anestis, Anestis, Selby, & 

Jointer, 2009)からも、攻撃対象がいなくなることで攻撃

が止まれば、さらに激しい攻撃行動につながる可能性が

あるため危険である。 

(3)ではどうだろうか。例えば、個人間の喧嘩では第三

者が間に入って、お互いをなだめたり叱責したりすること

によって喧嘩を止めることが可能である。また、戦争や紛

争においても第三国や国際連合が介入したり、経済制裁

などを加えることによって沈静化する事例が多々みられ

る(e.g., コソボ紛争、イラク戦争、湾岸戦争)。しかし、攻撃

とは関係のない第三者・第三者集団が仲裁や介入する

動機づけはあるのだろうか。このことについては、公正研

究における第三者罰(third-party punishment)の知見

がある(e.g., Fehr & Fischbacher, 2004; 品田, 2009)。

例えばFehr & Fischbacher(2004)は3人1組の分配ゲ

ームを行い、この現象を説明している。そのゲームでは

独裁者、受領者、第三者の役割が用意されており、3 人

それぞれが 1 つの役割に当てられた。その後、まず独裁

者と第三者に金額が割り当てられ、次に独裁者が受領者

に対して自分の持ち金を分配し、その分配を踏まえて第

三者は独裁者に罰を与える(i.e., 罰金)かどうかを決定す

るというゲームであった。なお、第三者が独裁者に罰を与

える際には、与える罰の半分の額を支払わなければなら

ない。このとき、独裁者がどれほど不公平な分配を行おう

とも第三者には影響しない。そのため、第三者にとっては

罰を与えることはコストがかかることであり、なおかつメリッ

トが存在しない。しかし、実験の結果、3 分の 2 の第三者



 

 

が独裁者に罰を与え、さらに不公平の程度が強いほどに

与える罰も大きかった。日本でも同様な結果が見出され、

さらには独裁者に不公平分配の意図がない場合でも第

三者が罰を与えることが示されている(高岸・高橋・山岸, 

2009)。高岸ら(2009)はこの現象を互恵性から説明して

いる。つまり、規範を破るような不公正な者に対して罰を

与える傾向があることで、協力的な社会を形成できるとい

う論である。このことから、第三者には攻撃の仲裁や介入

に対して動機づけがあることがわかる。 

以上より、本研究では攻撃を抑止できる可能性がある

存在として、第三者の存在を視点に加えて検討を行う。 

 

第三者の存在の重要性 

実際の攻撃場面を考えると、その場面に存在するのは

攻撃者・被攻撃者のみではなく、数多くの第三者が存在

する。例えば戦争やテロの場面では、戦争やテロ行為に

参加しているのはごく一部の兵士やテロリストであって、

ほとんどはそれらに参加することなく、メディアなどでそ

の内容を知るのみの一般大衆である。また、学校でのい

じめの場面においては、いじめっ子といじめられっ子の

ほかに、いじめをはやし立てる観衆や、それを見ている

だけで見て見ぬふりをする傍観者が存在する(e.g., 森

田・清永, 1994)。本稿では、第三者を、攻撃者でも被攻

撃者でもなく、なおかつ攻撃者・被攻撃者の内集団成員

でもない人と位置付けて議論を行う。 

このような、攻撃には直接関係のない第三者の存在は

重要であると考えられる。前項でも述べた通り、第三者は

攻撃場面に介入することで攻撃を止めうるという、物理的

抑止力として重要な立場である。しかし、第三者の効果

はそれだけに留まらない。第三者はそこに存在するだけ

で行動に影響を与えうることが「社会的促進(social facil-

itation)」の文脈の中で示されている。Zajonc(1965)によ

れば、ある課題を行っている際にその課題を別の誰かが

観察している場合には、観察していないときよりも課題に

対するパフォーマンスが上がる。これは他者が高いパフ

ォーマンスを期待しており、自身がその評価にさらされる

という懸念からパフォーマンスを高めようと努力することに

よって生じる現象である。このように、人は何か行動する

ときには、他者の存在や評価を考慮したうえで行動する。

この点から、第三者の評価にさらされているという意識さ

え持たせれば、攻撃行動が減少する可能性は生まれる。 

攻撃の評価の影響 

前項のように、第三者は存在するだけで攻撃行動に変

化をもたらす。それだけではない。現実場面における第

三者たちは、攻撃行動に対して何らかの評価を下す。

9.11 同時多発テロにおけるアフガニスタン紛争を例に挙

げるならば、新聞では「一刻も早く軍事行動を(朝日新聞, 

2001)」や「反戦ムードの高まり(朝日新聞, 2005)」などが

報じられた。このような攻撃に対するポジティブな評価、

ネガティブな評価が攻撃者の行動に影響を及ぼすことが

さまざまな研究において示されている。 

先のいじめの例について言えば、長谷川(2008)は加

害者・被害者・観衆・傍観者で構成される関係性がいじめ

現象を構成する 1 つのファクターであることを示唆してお

り、森田(1985)は傍観者層の生徒がいじめを活性化させ

る役割を担っていることを示している。また、社会心理学

では周囲からの評価と攻撃行動の関連性について、多く

の研究が行われてきた。例えば Borden(1975)によれば、

攻撃行動を行う場面において、観衆が女性よりも男性で

あったときの方が、平和主義よりも好戦的な人であったと

きの方が攻撃行動は促進される。また、Felson(1982)は

インタビュー調査によって、攻撃行動を諫める第三者が

いれば攻撃行動は抑制されるのに対して、扇動する者が

いれば攻撃行動は促進されることを明らかにしている。こ

れらの研究をふまえて大渕(1993)は、攻撃性が強調され

るか抑制されるかは、観衆がその行動を好ましいと評価

するかどうかによってある程度規定されるとしている。 

また、社会的機能説の観点からいえば、自身の攻撃行

動を称賛する他者がいればそれによって社会的報酬を

得ることとなり、社会的強化が生じて攻撃行動は促進され

る。これについて Geen & Stonner(1971)が実験を行な

って証明している。Geen & Stonner(1971)は実験参加

者を教師役にして、生徒役が課題を失敗するたびに罰と

して電気ショックを与えさせた。そして、教師役は電撃の

強さを選ぶことが出来た。このとき、実験者は教師役が強

い電撃を選ぶたびに言葉でその行為を称賛したところ、

称賛されていない実験参加者よりも称賛された実験参加

者の方が強い電気を流す傾向にあった。この実験では、

実験者による称賛が教師役にとっての社会的報酬となり、

攻撃を行うたびに強化され、攻撃行動が促進されたのだ

と説明できる。このように、攻撃に対するポジティブな評

価は攻撃を促進させることは実証的研究においても示唆

されている。 

ポジティブな評価、ネガティブな評価だけではない。

Staub(2004 安永訳 2008)によれば、傍観者が何もしな

いことは攻撃者を大いに勇気づけ、攻撃者たちに自分た

ちの行為は正しいものであると認知させる。すなわち、ネ

ガティブな評価を与えられて当然であるはずの行為に対

してネガティブな評価が下されない、つまり傍観されるこ

とによって第三者からその行動を容認されたと解釈し、攻

撃が促進されるという現象が起きうる。このことに関連して、

社会心理学では傍観者効果(bystanders effect)の存在

が 60 年代より指摘されている(e.g., Latane & Darley, 

1968)。Latane & Darley(1968)によれば、緊急事態に



 

 

直面したときに、人は周囲の人の反応を踏まえたうえで

行動を選択する。つまり、周りの人が傍観していれば、た

とえ自分自身が危険にさらされる状況であろうとも傍観す

るのである。よって、第三者の 1 人が傍観することによっ

て、それに追従して多くの人が傍観することを選択する

可能性があり、その多くの傍観者を見た攻撃者による攻

撃の促進につながることが示唆される。 

以上から、実際に戦争や紛争、暴動やテロに加担しな

い一般大衆がその行為を諌めたり、批判したりするといっ

たネガティブな評価を下すことによって、その攻撃行動

が抑止されるといえる。しかしその一方で、その行動を称

賛するといったポジティブな評価を下したり、それどころ

か、何もしないだけでも攻撃行動は促進され、戦争や紛

争は激化するのである。つまり、第三者とは攻撃の抑止

力になりうる存在であると同時に、促進剤ともなりうる。 

もちろん、これまでの先行研究から得られた知見は、

攻撃集団や被攻撃集団とは無関連の第三者である必要

はない。攻撃集団の内集団成員が攻撃者をポジティブ、

もしくはネガティブに評価する場合でも同様の現象は起

きうる。例えば、縄田・山口(2011a)が行った代理報復に

関する実験では、参加者 3 名を 1 チームとしたうえで 2

チーム対抗のゲーム課題を行わせたところ、同じチーム

の成員が攻撃を受けた場合(i.e., ゲームの敗北による罰

金)、参加者は内集団成員の称賛期待が高いほど、攻撃

動機が高まった。つまり、攻撃することによって同じ集団

の成員からポジティブに評価されるという期待の高低が、

敵対集団への攻撃動機につながるということが示唆され

た。このことから評価の高低が攻撃行動につながるという

現象は第三者だけでなく、攻撃集団に属する内集団成

員が評価者の場合でも起きることが示される。むしろ第三

者よりも、同じ集団に属する評価者から評価を受けた方

が社会的影響は大きい(e.g., Hogg & Turner, 1987; 

Mackie, 1986)。しかし、内集団成員は攻撃の抑止力とし

ては期待できない。このことについて Staub(2004 安永

訳 2008)は「内的な傍観者」について言及している。攻

撃者の集団に属する成員は、罪悪感や被攻撃者に対す

る共感性を低めるために被攻撃者から距離を取り、集団

に対して反対することは難しく、傍観者になりやすいこと

を指摘している。また、Tajfel(1978)の社会的アイデンテ

ィティ理論(social identity theory)の知見に立てば、ある

集団の成員は自身の集団の価値をポジティブに保とうと

するため、認知上、行動上のポジティブ・バイアスが生じ

る(内集団ひいき: ingroup favoritism)。そのため、攻撃

集団の内集団成員はそもそも攻撃行動をあまりネガティ

ブに捉えないだろう。つまり、攻撃集団の内集団成員に

よる攻撃行動の評価は、攻撃者に強い影響を与えるもの

の、内集団成員は攻撃集団をネガティブに評価すること

はなく、むしろ、ポジティブに評価し得る可能性が高いた

め、攻撃行動の抑止にはつながらないと言える。 

以上より、攻撃行動の抑止という観点において第三者

の存在、そして第三者からの評価が重要であることがわ

かる。しかし、これまでの社会心理学における攻撃行動

や集団間攻撃に関する検討においては、攻撃者と被攻

撃者、攻撃集団と被攻撃集団の 2 者関係、2 集団関係に

のみ焦点が当てられており、攻撃とは関係のない第三者

という視点はほとんど検討されていない(例外として、寺

口・釘原, 2011)。前述の通り、これまでの攻撃－被攻撃

の関係性のみでの研究では攻撃の激化を抑止する知見

は検討できない。そこに第三者の視点を加えた 3 者での

関係、3 集団での関係を検討することによって初めて、抑

止につなげる検討が可能となるだろう(Figure 3)。 

 

攻撃集団 被攻撃集団

従来のパラダイム

第三者

攻撃

評価・介入

 

Figure 3 本稿で提案するパラダイム 

 

攻撃評価に影響を及ぼす要因 

攻撃に対する評価そのものに目を向けると、大きくは

攻撃者側の要因、被攻撃者側の要因、評価者側の要因

の 3 つに大別することが可能である。ただし、先にも述べ

た通り、攻撃の評価そのものを扱った研究は、攻撃行動

の生起に関する研究に比べ、非常に少ない。そこで本稿

では攻撃行動の評価に関する研究以外の研究(e.g., 道

徳判断、責任帰属)からも援用しつつ、攻撃に対する評価

に関わる要因を検討する。 

攻撃者側の要因 攻撃者側の要因の中でも多大な影

響力を示すものが、攻撃に至るまでの文脈である。文脈

に関する研究では責任帰属という観点からの検討が行わ

れている。人は自身に損害を与えるような嫌悪事象に遭

遇したからといって、必ずしも攻撃動因が高まるわけでは

なく、その被害の帰属によっては攻撃動因があまり高くな



 

 

らない。このことに関して Ferguson & Rule(1983)は責

任帰属について「意図性(intentionality)」、「動機の正

当 性 (justifiability of motives) 」 、 「 制 御 可 能 性

(controllability)」の点から、大きく「意図的－正当な動

機」、「意図的－不当な動機」、「非意図的－回避可能」、

「非意図的－回避不可能」の4つに分類しており、なかで

も「意図的－不当な動機」、「非意図的－回避可能」は道

徳的な評価は低くなるとされている。大渕(1993)はこれを

「責任帰属の 3 次元モデル」とし、攻撃を受けた被害者の

反応を決める一因となることを示唆しており、実験(大渕, 

1982b)とフィールド調査(大渕・小倉, 1984)によって 3 次

元モデルの高い妥当性を示している。また、攻撃研究以

外の分野では、責任帰属についての研究の中では防衛

的帰属仮説と呼ばれる理論が存在する(e.g., 諸井, 

1987; Walster, 1966)。防衛的帰属仮説とは、責任帰属

の問題に「関連性」という概念を導入し、評価者と何らか

の個人的特徴での類似性が高い当事者に対しては非難

回避のために偶然性に対して責任を帰属し、類似性が低

い当事者に対しては危害回避のために当事者に対して

責任帰属がなされる、とする仮説である(Shaver, 1970)。

この仮説に関して、Chaikin & Darley(1973)はある課

題場面の映像を提示した。提示前に、参加者にはこのあ

と監督者になる、もしくは作業者になると教示したうえで、

ある監督者がミスをして作業結果を台無しにした映像を

提示したところ、監督者になると伝えられた参加者は作業

者になると伝えられた参加者に比べて、映像の監督者に

事故の原因を帰属する程度が低いことが示された。これ

らを攻撃場面に適用すると、攻撃者と類似性の高い評価

者(内集団成員、第三者)は攻撃者をあまりネガティブに

は評価しないといえる。 

また、攻撃者そのものの要因として魅力が挙げられる。

Dion(1972)は仮想場面法を用いて子どもの悪戯に対す

る評価を求めたところ、その子どもの身体的魅力度が高

いほど、評価者には罪が軽くみられることを示している。

また、Efran(1974)によれば、身体的魅力が高い犯罪者

は魅力が低い犯罪者に比べて罪を軽くみられる。一方で、

魅力の高い女性が詐欺を行うと量刑が重くなることも示唆

されている(Sigall & Ostrove, 1975)。これは、一般的に

は魅力的な他者に対して寛容になるのに対して、その魅

力が凶器となるような犯罪では危機意識が高まり、よりネ

ガティブに判断するということである。つまり、攻撃者の魅

力の高さはそれが攻撃に直接関わらない限りには、攻撃

をポジティブに判断させる効果がある。 

被攻撃者側の要因 被攻撃者の要因についても、先

ほどの責任帰属の影響は強い。つまり、被攻撃者に非が

あり、攻撃者の攻撃に正当性が認められれば、攻撃の評

価は高くなるだろう。 

また、その他の要因として、攻撃者とのパワーバランス

が挙げられる。例えば、山下(1997)は忠臣蔵がなぜ人気

なのかを分析する中で、「一般庶民の権威・権勢に対す

る反感」と「判官びいきの心情」を挙げている。つまり、弱

く不遇な立場である赤穂浪士が強く権威をもつ吉良上野

介義央に立ち向かうという構図が、絶大な人気につなが

るのである。このことは実証的な研究でも示されている。

Vandello, Michniewicz, & Goldschmied(2011)は場面

想定法を用いて架空の 2 国を提示し、大国が小国を攻撃

している場面と小国が大国を攻撃している場面を提示し

た。その結果、被攻撃者が大国であった場合、小国のと

きに比べて、評価者には攻撃の正当性が高く認められ、

また、暴力一般に対する態度も寛容なものとなった。以上

より、被攻撃者が強い立場にある場合には、攻撃行動は

より高く評価される。 

被 害 の 程 度 も 大 き な 要 因 の 1 つ で あ る 。

Bandura(2004 安永訳 2008)の選択的離脱方略では、

攻撃の結果を軽視する方略が取られることを示唆してい

る。つまり、「被攻撃者はそこまで大きな被害を受けてい

ない」と攻撃者が認知を変化させることで自己非難から逃

れるという方略である。また、Milgram(1974 山形訳 

2008)の服従実験では、目の前で被攻撃者が苦しんでい

る場合よりも壁越しで被攻撃者が見えない場合の方が与

える電圧の量が高いことが示されている。これらについて

は攻撃者が攻撃を行う際に被害量知覚が影響し得ること

を示した研究である。この結果は評価者に対しても援用

可能であり、被害量を高く認知した評価者は攻撃者をより

ネガティブに評価するだろう。 

評価者側の要因 これまでの研究では主に評価者の

パーソナリティについての検討が多く行われてきた。例え

ば、磯部・菱沼(2007)では個人の攻撃性について検討を

行っている。磯部・菱沼(2007)は攻撃を大きく、殴る・蹴る

などの一見して相手に危害を与えようとしていることがわ

かる「外顕性攻撃」と、悪口を言う・無視するなどの他者を

排斥するような「関係性攻撃」の 2 種類に分けたうえで、

場面想定法を用いてそれぞれの行動を示す他者を提示

し、その評価を求めた。その結果、外顕性攻撃を行う攻

撃者に対しては、外顕性攻撃の傾向が高い評価者はそう

でない評価者よりもポジティブに評価した。また、関係性

攻撃を行う攻撃者に対しては、高い関係性攻撃傾向の評

価者がそうでない評価者よりもポジティブに評価しただけ

でなく、高い外顕性攻撃傾向の評価者はそうでない評価

者よりもネガティブに評価した。つまり、自分と類似の攻

撃を示す攻撃者をポジティブに評価し、自分と異なる攻

撃傾向を示す攻撃者をネガティブに評価している。また、

Leidner et al.(2010)は集団間攻撃の文脈において、攻

撃集団に対するアイデンティティの影響を挙げている。



 

 

Leidner et al.(2010)によれば、攻撃集団の内集団成員

は集団に対する称賛の程度(glorification)が高いほど、

被攻撃者の被害量を小さく認知し、結果として攻撃者の

評価がネガティブになりにくいことを示唆している。これ

は、集団に対する称賛の程度が強いほど、評価者は自

集団を完全無欠の存在として認知し、かつ、被攻撃集団

を低位の存在として認識するために攻撃をよりポジティブ

に評価するのである。 

また、パーソナリティの中でも攻撃評価に大きく関わる

ものが正当世界信念(belief in just world; Lerner, 

1980)である。Lerner(1980)は、人には正の投入には正

の結果が、負の投入には負の結果が伴うはずであるとい

う認知傾向があることを示し、それを「正当世界信念」と呼

んだ。これに関連して Lerner & Simmons(1966)は参

加者に、別の参加者(サクラ)が学習実験の罰として電気

ショックを受けている姿を見せたあとにそのサクラについ

ての評定をさせたところ、報酬をもらって参加していると

教示した場合よりも報酬をもらわずに参加していると教示

した場合の方が評価は低くなった。これは不当な被害を

受けている人を見ることで正当世界信念が揺らいだため

に、それを回復しようと被攻撃者が罰を受けるにふさわし

い人間であると認知的歪曲を起こしたためとされている。

また、諸井(1983)はLerner & Simmons(1966)と同様の

実験方略を用いて、正当性を回復するために事態全体

の認知を歪曲できなければ、評価者は正当世界信念を

確証するために被攻撃者の評価を下げることを示した。 

評価者側の要因で関わるのはパーソナリティだけでは

ない。寺口・釘原(2011)では、攻撃行動の評価に感情が

与える影響について実験を行っている。実験では、参加

者に対してネガティブな画像を提示したうえで、参加者と

同じ大学の学生(i.e., 内集団成員視点)、もしくは異なる

大学の学生(i.e., 第三者視点)が暴力事件を起こしたとさ

れる映像を提示し、その攻撃者に対しての評価を求めた。

その結果、ネガティブ感情が生起していない参加者では

同じ大学の学生をよりポジティブに評価する傾向が認め

られたのに対して、ネガティブ感情が生起した参加者は

同じ大学の学生をよりネガティブに評価することが示され

た。これはネガティブ感情が高まることで評価者の攻撃

性が高まり、その攻撃性が集団の価値を貶める内集団の

攻撃者に向いたためであると考えられる(black sheep 

effect; Marques, Yzerbyt, & Leyens, 1988)。攻撃の評

価における感情的な影響にはもう 1 つ、カタルシス

(catharsis)の影響が挙げられる。カタルシスとは、攻撃

動因が高まったときにその嫌悪事象に対して直接攻撃行

動を行うという本来的な方法ではなく、関係のない他者を

攻撃することやスポーツや映画鑑賞などの代理的な方法

を用いることでその攻撃エネルギーを発散することであ

る。例えば、「会社で上司にしかられたのでサッカーでス

トレスを解消する」や「親に怒られたから弟に八つ当たり

をしてすっきりした」などがカタルシスにあたる。内的衝動

説や情動発散説ではカタルシスの存在を理論の中核に

位置付けている(大渕, 1993)。この現象から、評価者のネ

ガティブ感情生起時には、他者の攻撃行動を感情の代

理発散の対象とみなし、評価がよりポジティブになると予

測される。ただし、これまでカタルシスはさまざまな方向

から検討されてきたものの (e.g., 物語の作成(e.g., 

Feshbach, 1955), スポーツ観戦(e.g., Arms, Russell, 

& Sandilands, 1979), 暴力映像の視聴(e.g., Manning 

& Taylor, 1975))、結果の不安定さから近年ではカタル

シスの存在は否定される傾向にあり、大渕(1993)は“カタ

ルシスという魅力的な理論は破棄せざるをえない(pp. 

126)”としている。 

感情と同じく状態的な要因としては道徳基盤(moral 

foundation)が挙げられる。Haidt & Graham(2007)は

道徳判断を行う際の参照点になるものとして、harm(他

者を害するべからず)、fairness(他者を公正に扱うべし)、

loyalty(集団の利益となるならばそれは道徳的)、

authority(集団の規範への服従)、purity(不純なものへ

の嫌悪)の 5 つを挙げている。これに関して Leidner & 

Castano(2012)は、内集団成員が攻撃者となった場合に

は、外集団成員が攻撃者である場合に比べて harm と

fairness の影響力が小さくなり、loyalty と authority が

顕在化することで攻撃行動があまりネガティブに評価さ

れないことを示した。つまり、攻撃集団に所属する評価者

は道徳基準そのものが変わってしまうために、攻撃をポ

ジティブに解釈することが示された。 

評価に関わる要因への干渉 

上述の通り、攻撃の評価にはさまざまな要因が影響を

与えている。しかし、攻撃生起の要因と同じく、評価に影

響を及ぼす要因にも外部から直接影響を与えることは困

難である。例えば、本稿で示した攻撃者側の要因(i.e., 

攻撃に至るまでの文脈、魅力)、被攻撃者側の要因(i.e., 

パワーバランス、被害の程度)とはすでに起きた事実であ

り、それそのものを変えるような干渉は困難である。評価

者側の要因についても同様である。パーソナリティや感

情状態は変化を与えやすい要因ではあるものの、大勢を

対象に変化させるためには多大なコストと時間が必要で

あり、現実的ではない。 

ではこれらの要因に対して、我々はどのように干渉す

ることができるだろうか。本稿ではマスメディアによる情報

伝達に着目したい。これまで攻撃者側の要因、被攻撃者

側の要因として述べてきたものは、すべて評価者の認知

上でのものである。つまり、実際には攻撃者が不当な理

由で攻撃しており、なおかつ被攻撃者の被害量も多大な



 

 

ものであったとしても、評価者がそれを認知しなければ

攻撃への評価はあまりネガティブにはならないだろう。し

かし、第三者は直接攻撃に関わらない存在であるため、

直接情報を得ることは出来ず、主にマスメディアを通して

情報を得ることで攻撃に対しての認知を形成する。その

ため、第三者による攻撃評価ではマスメディアによる情報

の伝達は重要な問題となる。この重要性は攻撃者側にも

知られていることであり、以前からテロリストのマスメディ

ア利用の問題が指摘されている。例えば、2001 年の

9.11 アメリカ同時多発テロでは、たびたび中東のテレビ

局 Aljazeera を通して犯行声明を行ってきており、マスメ

ディアを通して自身の行為や目的の正当性を主張する

方略は度々とられてきた。また、Bandura (2004 安永訳 

2008) は、テロリストは主にテレビを用いて、大衆を脅迫

したり共感を得たりすることで標的である官僚や国家に影

響を与えようとすることを指摘している。これらはマスメデ

ィアを評価者の認知を変え、攻撃の評価をポジティブに

する手段として利用するものである。このことから、攻撃

に関するマスメディアの情報伝達は慎重にならなければ

ならないことが指摘される。つまり、攻撃者の正当性を主

張する内容や被害の程度に関する内容などに偏った情

報伝達をするのではなく、複数の視点からの客観的な情

報伝達が行われることで、不必要に攻撃評価がポジティ

ブになるということを防ぐ必要がある。そして、社会全体

で攻撃への評価が低くなれば、次第に攻撃は抑止の方

向に向かうと考えられる。よって、あらためてマスメディア

の公正な情報伝達について議論がなされるべきである。 

 

結論 

以上のように、攻撃とは関わりのない第三者とは、攻撃

を抑止する上で重要な役割を担っていると言える。しかし、

ここまで述べてきた現象について実証的に検討を行った

研究はほとんどみられない。今後は本稿で提示した、第

三者を含める攻撃パラダイムにおいて、この 3 者間・3 集

団間にどのようなダイナミズムが働いているのかを精査

することで、攻撃を抑止するためにはどのように干渉して

いくべきかを検討していく必要がある。 
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The importance of third party in the prevention of aggression 
 

Tsukasa TERAGUCHI(Graduate School of Human Sciences, Osaka University) 
Naoki KUGIHARA(Graduate School of Human Sciences, Osaka University) 
 

In this article, we discuss the importance of a third party in studies of aggression. Previous studies 
have explored the factors that promote aggression and how aggression occurs. However, while these 
studies may explain the processes surrounding aggression, they do not address how aggression can be 
deterred. We argue that a third party, who is not the aggressor, victim, or member of a group to which the 
aggressor or victim belongs, can be important in the prevention of aggression. We review previous studies 
on the processes of aggression and the factors that affect a third party’s evaluation of aggression. In con-
clusion, we consider the strategies that allow a third party to evaluate aggression in a more negative light 
and, thus, aid in deterring aggressive behavior. 
 
Keywords: aggression, intergroup conflict, third-party, evaluation. 


